様式第31号(第36条関係)

(表)

第　　　　　号
　　年　　月　　日
　世帯主
　　住所
　　氏名　　　　　　　　　　様
酒田市長　　　　　　　　　　印
国民健康保険に係る保険給付の一時差止通知書
　　　年　　月　　日付けで申請のありました国民健康保険に係る保険給付については、あなたの国民健康保険税が未だ滞納になっておりますので、国民健康保険法第63条の2第1項(第2項)の規定により次のとおり一時差止めをします。
1　国民健康保険に係る保険給付
(1)　保険給付の種類
(2)　保険給付の支給決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
(3)　上記のうち支払の一時差止めをする額　　　　　　　　　　　　円
2　一時差止めをする理由
(1)　根拠条項
　　　国民健康保険法第63条の2第1項(第2項)

　　　国民健康保険法施行令第29条の5及び同条において準用される第1条の3

　　　国民健康保険法施行規則第32条の2、第32条の3及び第32条の4

　　　　※　各条項の内容については、裏面を御覧ください。
(2)　処分要件に該当するとその原因となる事実
　　　滞納になっている国民健康保険税
※　別紙未納明細書参照

※　上記は、　　年　　月　　日現在の滞納額です。本通知と行き違いで納付されている場合は、直ちに申し出てください。
3　国民健康保険税を納付することができないことについて、国民健康保険法施行令第29条の5において準用される第1条に定める特別の事情がある場合又は特別の事情を有することになった場合は、直ちに、「特別の事情届書」を提出してください。

4　この決定に不服があるときは、この決定のあったことを知った日の翌日から起算して3箇月以内に山形県国民健康保険審査会に文書又は口頭で審査を請求することができます。なお、この審査の請求をする場合は、酒田市を経由することが望まれます。
　また、この決定について不服があるときは、審査請求に対する裁決書を受け取った日の翌日から起算して6箇月以内に、酒田市を被告として（訴訟において酒田市を代表する者は市長となります。）、決定の取消しの訴えを提起することができます。
　なお、裁決があったことを知った日から6箇月以内であっても、裁決の日から1年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります。
　裁判所にこの決定の取消しの訴えを提起する場合は、審査請求の裁決を経た後でなければできません(国民健康保険法第103条)。ただし、次の(1)から(3)までのいずれかに該当するときは、裁決を経ないで決定の取消しの訴えを提起することができます。
(1)　審査請求があった日から3箇月を経過しても裁決がないとき。
(2)　決定、決定の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。
(3)　その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
(裏)

国民健康保険に係る保険給付の一時差止めの根拠となる法令等の条項
国民健康保険法
　第63条の2　保険者は、保険給付(第43条第3項又は第56条第2項の規定による差額の支給を含む。以下同じ。)を受けることができる世帯主又は組合員が保険料を滞納しており、かつ、当該保険料の納期限から厚生労働省令で定める期間が経過するまでの間に当該保険料を納付しない場合においては、当該保険料の滞納につき災害その他の政令で定める特別の事情があると認められる場合を除き、厚生労働省令で定めるところにより、保険給付の全部又は一部の支払を一時差し止めるものとする。
　2　保険者は、前項に規定する厚生労働省令で定める期間が経過しない場合においても、保険給付を受けることができる世帯主又は組合員が保険料を滞納している場合においては、当該保険料の滞納につき災害その他の政令で定める特別の事情があると認められる場合を除き、厚生労働省令で定めるところにより、保険給付の全部又は一部の支払を一時差し止めることができる。
国民健康保険法施行令
　第1条　国民健康保険法（以下「法」という。）第9条第3項に規定する政令で定める特別の事情は、次の各号に掲げる事由により保険料(地方税法(昭和25年法律第226号)の規定による国民健康保険税を含む。次条において同じ。)を納付することができないと認められる事情とする。
　　(1)　世帯主がその財産につき災害を受け、又は盗難にかかったこと。
　　(2)　世帯主又はその者と生計を一にする親族が病気にかかり、又は負傷したこと。
　　(3)　世帯主がその事業を廃止し、又は休止したこと。
　　(4)　世帯主がその事業につき著しい損失を受けたこと。
　　(5)　前各号に類する事由があったこと。
　　(準用)

　第29条の5　第1条の規定は、法第63条の2第1項及び第2項に規定する政令で定める特別の事情について準用する。この場合において、第1条第1号、第3号及び第4号中「世帯主」とあるのは「世帯主又は組合員」と、同条第2号中「世帯主」とあるのは「世帯主若しくは組合員」と読み替えるものとする。

国民健康保険法施行規則
　第32条の2　法第63条の2第1項の厚生労働省令で定める期間は、1年6月間とする。
　第32条の3　世帯主又は組合員は、保険者が保険給付の全部又は一部の支払を一時差し止めている場合において、令第29条の5において準用する令第1条に定める特別の事情があるときは、直ちに、次に掲げる事項を記載した届書を、保険者に提出しなければならない。
　　(1)　世帯主又は組合員の氏名、住所及び個人番号
　　(2)　保険料を納付することができない理由
　　(3)　被保険者記号・番号
　第32条の4　法第63条の2第1項又は第2項の規定により保険者が一時差し止める保険給付の額は、滞納額に比し、著しく高額なものとならないようするものとする。
審査の請求に関する条項
国民健康保険法
　第91条　保険給付に関する処分(第9条第2項及び第4項の規定による求めに対する処分を含む。)又は保険料その他この法律の規定による徴収金に関する処分に不服がある者は、国民健康保険審査会に審査請求をすることができる。
　2　前項の審査請求は、時効の中断に関しては、裁判上の請求とみなす。
　第99条　審査請求は、処分があったことを知った日の翌日から起算して3月以内に、文書又は口頭でしなければならない。ただし、正当な理由により、この期間内に審査請求をすることができなかったことを疎明したときは、この限りでない。
国民健康保険法施行令
　第30条　保険給付に関する処分(被保険者証の交付の請求又は返還に関する処分を含む。以下第37条第1項において同じ。)に係る審査請求においては、次の各号に掲げる事項を審査請求書に記載し、又は陳述しなければならない。
　　(1)　被保険者の氏名、住所、生年月日並びに被保険者記号・番号
　　(2)　保険給付を受けるべき者が被保険者以外の者であるときは、その氏名、住所、生年月日及び被保険者との関係
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